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別記４ 

消火剤放射時の圧力損失計算基準 
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⑤ 圧力の決定 

各計算区間ごとの終端圧力は、当該計算区間ごとのＡdLＱ2、Ｂd（Ｚ2－Ｚ1）Ｑ2及びγ2Lh/10の和よりＣＡ

Ｏ線図〔Ⅱ〕（図２）から読み取る。 

（読み取り数値は、下記参照） 

※ ④及び⑤は、各計算区間ごとに計算等する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 噴射ヘッドの噴口面積の算出 

噴口面積は、図５からノズル圧力ＰN に相当する。ＱＡ（kg／sec・㎠）を読み取り消火剤流量Ｑ（kg／sec）

を除する。 

Ｑ点の圧力（ノズル圧力ＰN＝21.0）により、図５からＱＡ＝1.16 を読み取る。 

Ｑ点のノズル噴口面積＝1.67／1.16＝1.44 ㎠ 
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別記５ 

いたずら防止対策システム 

本システムは、政令第13条の規定に基づき設置され、又は、自主的に設置されるガス系消火設備等に設置する

ものに適用する。 

なお、本システムは、起動方式を自動起動に設定することにより、いたずら等で起動用押しボタンが押された

場合に消火剤が放出しないものとなっている。 

 

１ システム概要 

設置されている不活性ガス消火設備等の制御盤を改造せず、いたずら防止装置（以下「継電器盤」という。）

を付加することで対応を図るもので、次のシステムとなる。 

⑴ 起動方式を自動起動に設定した場合 

ア 起動用押ボタンが押されても警報が発せられるのみで消火剤は放出しない（放出表示灯は、点灯又は点

滅しない。）。 

イ ２以上の感知器の作動信号により当該設備が起動し消火剤が放出される。 

ウ １の感知器が作動しても当該設備は起動しないが、その際に起動用押しボタンを押すと当該設備は起動

し消火剤が放出される。 

エ 起動用押しボタンを押すと１の感知器の作動後、消火剤が放出される。 

⑵ 起動方式を手動起動に設定した場合には、起動用押しボタンを押すと消火剤が放出される。 

⑶ 手動起動及び自動起動いずれの設定においても、緊急停止ボタンを押すと当該設備の消火剤の放出が停止

される。 

２ いたずら防止対策システムフロー図 

図１のとおり 

３ 留意事項 

起動方式が自動起動に設定され、起動用押ボタンが押された場合には、警報が発するのみで消火剤は放出さ

れないが、起動回路が作動状態に保持されることから、復旧操作せずに起動方式を手動起動に切替えると消火

剤が放出される危険性があるので、必ず復旧操作を行ってから起動方式を手動起動に切替える必要がある。 
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図１ いたずら防止対策システムフロー図 
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資料６－１ 

不活性ガス消火設備の操作箱の例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６－２ 

不活性ガス消火設備の起動容器例 
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容器弁開放装置 

資料６－３ 

不活性ガス消火設備全域放出方式図（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１、※２の閉止弁は、どちらか一方に設ければよい。 
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資料６－４ 

全域放出方式の二酸化炭素消火設備の放出表示灯の設置例 

１ 放出表示灯等の設置例(1)（廊下を隣接部分とした場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 事務室①及び②には、省令に基づき放出表示灯を設け、さらに指導により音響警報装置を設けたも

の。 

なお、事務室①及び②は、防護区画に隣接する部分を経由しなければ避難できない袋小路室であるた

め、音響警報装置を設けることで、放出表示灯を設けないことができる。 

 

２ 放出表示灯の設置例(2)（防護区画に前室を設け、これを隣接部分とした場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務室① 

事務室② 

階 段 ＥＶ 

機械室 
隣接部分 

防護区画 

廊下 

… 出入口 

… 放出表示灯 

… 音響警報装置 
 （スピーカー） 

… 防護区画 

… 防護区画に 
  隣接する部分 

凡例 

前室 

事務室① 

（袋小路室） 

事務室② 

（袋小路室） 

階 段 ＥＶ 

機械室 
隣接部分⑵ 

防護区画 

廊下(隣接部分⑵) 

… 出入口 

… 放出表示灯 

… 音響警報装置 
 （スピーカー） 

… 防護区画 

… 防護区画に 
  隣接する部分 

凡例 
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Ⅱ 検査要領 

〔Ⅰ〕外観検査 

１ 制御盤等 

⑴ 貯蔵容器室等の容易に点検できる場所に設けてあること。 

⑵ 火災等の災害による被害を受けるおそれが少ない場所に設けてあること。 

⑶ 制御盤は、告示適合品又は認定品であること。 

⑷ 電源表示灯及び復旧スイッチが設けてあること。 

⑸ 制御盤は、閉止弁の開放及び閉止の旨の信号を受信し、表示する部分が設けてあること。 

 ⑹ 全域放出方式の二酸化炭素消火設備にあっては、制御盤の付近に設備の構造並びに工事、整備及び点検時

においてとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた図書が備え付けてあること。 

⑺ 多接触継電器には、衝撃、じんあい等から保護するための適切な防護措置が講じてあること。 

⑻ 全域放出方式のものにあっては、遅延装置が設けられ、遅延時間が適正であること。 

⑼ 自動・手動起動切替装置には、自動手動切替表示灯が設けられ、手動・自動の切替えは、カギ等によらな

ければ操作できない構造であること。 

 

２ 起動装置 

⑴ 手動式起動装置 

ア 防護区画の出入口付近等、当該防護区画内が見通せ、かつ、火災の際容易に操作でき、操作後速やかに

退避できる場所に設けてあること。 

イ 一の防護区画又は防護対象物ごとに設けてあること。 

ウ 操作部は、床面からの高さ0.8ｍ以上1.5ｍ以下の位置に設けてあること。 

エ 起動装置又はその直近に防護区画の名称、取扱方法、保安上の注意事項等の表示が設けてあること。 

オ 起動装置の直近の見やすい箇所に当該消火設備の手動起動装置である旨の表示が設けてあること。 

カ 外面は、赤色で、著しい損傷がなく、扉の開閉が確実に行えるものであること。 

キ 扉は、封印されていること。 

ク 電気式のものには、電源表示灯が設けてあること。 

ケ 放出起動用スイッチが設けてあること。 

コ 停止スイッチが設けてあること。 

サ 起動装置に有機ガラス等による有効な防護措置が施されてあること。 

⑵ 自動式起動装置 

感知器は、原則として省令第23条に定める技術上の基準の例により設けてあること。 

 

３ 貯蔵容器等 

⑴ 防護区画以外の場所に設けてあること。 

⑵ 温度変化の少ない場所に設けてあること。 

⑶ 直射日光及び雨水のかかるおそれの少ない場所であること。 

⑷ 高圧ガス保安法令に適合したものであること。 

⑸ 地震による震動等に耐えるための有効な措置が講じてあること。 

⑹ 全域放出方式の二酸化炭素消火設備にあっては、Ⅰ「技術基準」、１、⒆、ア、(ｱ)に示す標識が、貯蔵容

器を設ける場所の出入口等の見やすい箇所に設けてあること。 

 

４ 配管等 

⑴ 材質、口径等は適正なものであること。 

⑵ 集合管、分岐管等及び選択弁の配管系統が適正であること。 

⑶ 逆止弁の取付位置及び方向並びに操作管の接続経路が適正であること。 

⑷ 変形、損傷、つぶれ等がなく、接続が確実であること。 
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⑸ 地震による振動等に耐えるための有効な措置が講じてあること。 

 

５ 電源等 

⑴ 常用電源は、専用の回路で、容量が適正であること。 

⑵ 非常電源の種別及び容量が適正であること。 

⑶ 配線の種別が適正であること。 

 

６ 選択弁 

⑴ 防護区画以外の適正な場所に設けてあること。 

⑵ 告示適合品又は認定品であること。 

⑶ 選択弁又はその直近に、選択弁である旨及び当該選択弁が受け持つ防護区画の名称が表示されていること。 

⑷ 起動用導管の結合部は、亀裂、変形等がなく、確実に接続されていること。 

 

７ 容器弁等 

容器弁等は、告示適合品又は認定品であること。 

 

８ 容器弁開放装置 

容器弁に堅固に取り付けてあること。 

 

９ 起動用ガス容器 

３、⑴から⑶まで及び⑸に準じたものであること。 

 

10 噴射ヘッド等 

⑴ 告示適合品又は認定品であること。 

⑵ 噴射ヘッド、ノズル等は有効に消火できるように設けてあること。 

⑶ 局所放出方式の二酸化炭素消火設備にあっては、防護対象物のすべての表面がいずれかの噴射ヘッドの有

効射程内にあること。 

 

11 防護区画等 

⑴ 防護区画又は防護空間の規模、位置等が適正であること。 

⑵ 二酸化炭素を消火剤とするものにあっては、床面からの高さが階高の２／３以下の位置にある開口部で、

放射した消火剤の流出により消火効果を減ずるおそれのあるもの又は保安上危険があるものに、消火剤放出

までに閉鎖できる自動閉鎖装置が設けられ、当該開口部以外のもので、消火剤の付加量を必要とする開口部

は、位置、面積が適正であること。 

⑶ ＩＧ－541、ＩＧ－55及び窒素を消火剤とするものにあっては、開口部に自動閉鎖装置が設けられている

こと。 

⑷ 開口部に設けた扉等は、放出された消火剤が区画外に著しく流出するおそれのない構造であること。 

⑸ 二酸化炭素を消火剤とするものにあっては、開口部が居室、階段室、非常用エレベーターの乗降ロビー等

に面して設けられていないこと。 

⑹ 防護区画を配管等が貫通している部分の埋め戻しが確実にされていること。 

⑺ 全域放出方式の二酸化炭素消火設備にあっては、Ⅰ「技術基準」、１、⒆、ア、(ｱ)に示す標識が、防護区

画の出入口等の見やすい箇所に設けてあること。 

⑻ 放出した消火剤を安全な場所に排出するための措置がなされていること。 

⑼ ＩＧ－541、ＩＧ－55及び窒素を消火剤とする全域放出方式の不活性ガス消火設備の避圧措置は、別記１、
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10、⑴による必要開口面積が確保されていること。 

また、避圧口に接続されるダクトは、避圧に影響を及ぼす曲折部等がないこと。 

12 防護区画に隣接する部分 

位置、構造等は、適正であること。 

13 閉止弁 

⑴ 貯蔵容器室内の配管内の経路に確実に接続されていること。 

⑵ 閉止弁は、告示適合品又は認定品であること。 

 ⑶ 閉止弁又はその直近に閉止弁である旨及び常時開、点検時閉の表示が適正に設けられ、手動操作又は遠隔

操作により開放又は閉止でき、開放及び閉止の旨の信号を外部に発するスイッチ等が設けられていること。 

 

14 排出装置等 

⑴ 排出装置本体は、防護区画内に設けられていないこと。 

⑵ 起動スイッチは、防護区画外に設けられており、当該起動スイッチ付近には消火剤等の排出装置である旨

及び排出時における注意事項が表示されていること。 

 

15 総合操作盤 

第４章第２「屋内消火栓設備」．Ⅱ「検査要領」．〔Ⅰ〕．８を準用すること。 

 

〔Ⅱ〕性能検査 

１ 固定式 

⑴ 起動装置及び音響警報装置検査 

次の検査を手動により行う。 

なお、自動起動装置が併設されている場合は、当該自動起動装置によっても行う。 

ア 方法 

(ｱ) 起動用ガス容器に設けている容器弁開放装置を取り外す。 

(ｲ) 手動式の場合は、起動装置の保護扉を開放して放出用スイッチ等を操作する。 

(ｳ) 自動式の場合は、当該防護区画に設けられている感知器を規定の方法により作動させる。 

イ 合否の判定 

(ｱ) 手動の場合は、放出用スイッチ等が音響警報装置の起動操作後でなければ操作できないものであるこ

と。 

(ｲ) 放出遅延装置（タイマー）の作動時間（起動装置の操作から開放装置の作動までの時間）が設定時間

以上であり、かつ、設定時間と著しく相違しないこと。この場合において、作動時間が設定時間未満の

ものであってはならない。 

(ｳ) 音響警報装置により、防護区画内に有効に報知できること。 

なお、音声によるものにあっては、その内容が明瞭に聞きとれるものであること。 

(ｴ) 火災表示が適切であること。 

(ｵ) 警報は非常停止スイッチ等を操作した場合を除き、少なくとも消火剤放出まで鳴動を継続するもので

あること。 

なお、非常停止スイッチが操作されていた場合であっても、自動起動用の感知器が作動した場合は、

自動的に警報を発するものであること。 

(ｶ) 放出用スイッチ等を操作し、放出機構の作動を開始させた後にタイマー設定時間内に非常停止スイッ

チを操作した場合、放出機構の作動が停止すること。 

(ｷ) 容器弁開放装置は、破開針に変形、損傷等がなく確実に作動すること。 

 

⑵ 選択弁及び付属装置連動検査 
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ア 方法 

前⑴、アの方法に準じたものであること。 

イ 合否の判定 

(ｱ) 操作した防護区画を受け持つ選択弁が確実に作動すること。 

(ｲ) 開口部の自動閉鎖装置の作動、防護区画内の換気装置の停止が行われること。 

⑶ 自動冷凍機検査 

ア 方法 

自動冷凍機の電動機を操作して貯蔵容器に取り付けられている温度計等により、自動冷凍機の起動及び

停止時の作動状況の確認並びに電流値及び温度の測定を行う。 

イ 合否の判定 

(ｱ) 始動及び回転が円滑であること。 

(ｲ) 電動機の運転時における電流値は、適正であること。 

(ｳ) 電動機の起動及び停止時における温度は、適正であること。 

⑷ 絶縁抵抗検査 

ア 方法 

電源回路及び操作回路（制御回路及び灯火回路）の各線及び大地間を、使用電圧に適した絶縁抵抗測定

器を用いて絶縁抵抗値を測定する。 

イ 合否の判定 

使用電圧が24Ｖ以下の場合においては１ＭΩ以上で、24Ｖを超える場合にあっては２ＭΩ以上であるこ

と。 

⑸ 消火剤排出装置検査 

ア 方法 

排出方法（自然、機械）にかかわらず、当該排出装置の起動操作をする。 

イ 合否の判定 

排出装置が適正に作動すること。 

⑹ 放出表示灯検査 

ア 方法 

圧力スイッチ等を作動させ、当該防護区画の放出表示灯の点灯状況を確認する。 

イ 合否の判定 

防護区域の出入口等に設けられた放出表示灯が確実に点灯又は点滅すること。 

 

２ 移動式の二酸化炭素消火設備 

起動装置及び放出検査 

⑴ 方法 

ア ［Ⅲ］、１、⑵に定める量により実施する。ただし、認定品等で性能が確認されたものにあっては実施

しないことができる。 

イ 任意の貯蔵容器の起動装置を操作する。 

⑵ 合否の判定 

ノズル開閉弁の操作が円滑に行われ、ホース等からの漏れがなく、ノズルから異常なく放射すること。 

 

３ 総合操作盤 

第４章第２「屋内消火栓設備」．Ⅱ「検査要領」．〔Ⅱ〕．６を準用すること。 
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〔Ⅲ〕総合検査 

全域放出方式の二酸化炭素消火設備又は局所放出方式の二酸化炭素消火設備は、次により実施する。 

 

１ 方法 

⑴ 各防護区画において、起動装置により窒素又は空気の試験用ガスを放出する。 

⑵ 試験用ガス貯蔵容器は、設置した貯蔵容器と同容量のもので、試験用ガスの放出量は、二酸化炭素を消火

剤とするものにあっては当該防護区画の消火剤貯蔵量１kgあたり、ＩＧ－541、ＩＧ－55及び窒素を消火剤

とするものにあっては１㎥あたり下表による量で乗じた量以上とすること。ただし、本数は５本以下とする

ことができる。 

二酸化炭素 55L 窒素 100L 

ＩＧ－55 100L ＩＧ－541 100L 

⑶ 自動起動による場合には、感知器作動後の防護区画からの退避について十分考慮すること。 

 

２ 合否の判定 

⑴ 各防護区画に対する選択弁が確実に作動すること。 

⑵ 試験用ガスが正常に放出されること。 

⑶ 配管、バルブ類等からの漏れがないこと。 

⑷ 噴射ヘッドの変形、損傷等がないこと。 

⑸ 各防護区画に必要とされる貯蔵容器の本数に応じた容器弁開放装置が作動すること。 

⑹ 音響装置の鳴動が確実であり、かつ、防護区画の全域に有効に報知できること。 

なお、放出までの間、鳴動が継続するものであること。 

⑺ 放出表示灯が点灯又は点滅すること。 

なお、放出表示灯は、手動による復旧操作によらなければ消灯しないこと。 

⑻ 付属装置、自動閉鎖装置の作動、換気装置の停止等が確実であること。 

⑼ 制御盤等に消火剤が放出された旨の灯火が点灯すること。 

⑽ その他各機器類が正常に作動し、各部に異常が認められないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


